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１．JTBグループの概要
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創立１１2年｜ビジネスモデルの変遷
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1910年代～1960年代前半

交通や宿泊券の代売モデル

1960年代後半～1990年代

パッケージ旅行の販売モデル

2000年代以降

旅行者の感動や喜び、
法人の課題解決のために、
幅広い商品・サービスを提供。
事業ドメインは「交流創造事業」

交通・宿泊券代売

周遊券を販売開始（1955年）

旅行手配 ソリューション

明治45年、創立時記念撮影

1912年
ジャパン・ツーリスト・ビューロー
設立

渋沢栄一が設立した「喜賓会」の
志を承継し、外客誘致と日本の紹
介、斡旋事業を行う。

外客誘致・斡旋

「白雪を頂く富士山に

帆掛舟のJTB」と表示

した徽章（社章）を制定

１９６３年、

株式会社日本交通公社

設立当時の社章

１９６８年、海外主催旅行「ルック」

１９７１年、国内主催旅行「エース」販売開始

１９８８年、対外呼称

を「日本交通公社」

から「JTB」へ



交流創造事業

JTBならではのソリューション（商品・サービス・情報および仕組み）の提供により、

地球を舞台にあらゆる交流を創造し、お客様の感動・共感を呼び起こすこと



交流創造事業の全体像
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海外日本 47都道府県 35カ国・地域, 81都市, 161拠点
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事業を支える強み（グローバルネットワーク）
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地球を舞台に交流を創造するための、安心・安全なネットワークを構築しています。
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海外日本 47都道府県

385拠点 
(リテール店舗＋法人営業拠点)

総合提携店
72社・181店舗

企業アライアンス
15社・16店舗

JTB拠点数

提携販売店

35カ国・地域, 81都市, 161拠点 
(提携販売店を含む本社・支店・営業所) 

(海外)2023年6月1日 時点



事業ポートフォリオの転換（売上総利益）
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商品・サービス お客様 訪日インバウンド
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2028年度までの中期経営計画を通じて、安定的な事業の発展に向けたポートフォリオ転換を進めています

■ 旅行

■ 旅行以外

■ 個人のお客様

■ 法人のお客様
構成比 構成比 2019年度を100とした場合の

2028年度計画



DEIB戦略・人財戦略 基本方針

１．DEIB推進による人財の多様化・多才化とキャリア自律を大切にする組織風土の変革

２．人的資本の強化による人財価値と生産性の向上

人財配置
・登用

人財育成
・キャリア開発

人財獲得・
発掘

人事制度
・評価

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

ワークスタイル コミュニケーション

人財
マネジメント
サイクル

グループ中期DEIB戦略・人財戦略 （全体俯瞰図）
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グループ経営ビジョン
地球を舞台に「新」交流時代を切り拓く

The JTB Way

交流創造事業

実現

達成実現

一人ひとりの持てる力の
最大限の発揮

経営（事業）と社員の
ベクトルの合致・共感

人財に対する
基本理念

目指す姿

DEIB戦略・人財戦略
（ステートメントに掲げる

DEIBの実践）

実現すべきこと

エンゲージメント

信頼・挑戦・笑顔

カルチャー （企業風土）

１．会社は、社員の個性や多様性を尊重し、成長・挑戦の機会を提供することにより、

エンゲージメントの高い、イノベーティブな組織風土の構築に努める

２．社員は、「ONE JTB Values」に心から共感し、グループ経営方針を体現出来る「自律創造型人財」を目指す

ガバナンス

エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
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グループ中期経営計画



２．社員体制の変遷

copyright © JTB Corp. all rights reserved. 11



copyright © JTB Corp. all rights reserved. 12

（株）JTB 分社から1社統合へ

12年の歴史
・当時の構造改革の中で地域・専門事業に応じた15の会社に分社

例）
JTB首都圏・・・首都圏地区のリテール事業
JTB法人東京、JTB西日本

                 ・・・首都圏地区、西日本地区の法人事業
JTB関西、JTB東海・・・関西地区、東海地区のリテール事業
JTB九州、JTB中国四国、JTB北海道・・・各地区の事業全般

２０１８年度の社員体制は、旧会社における計41 
の社員区分を基本的な枠組みとしてスタート

2006年
JTB分社化

20１８年
JTB1社統合

２０２０年
社員体制の再編

２０２３年
社員体制の更新



社員体制の変遷

高度専門職（1） 総合職（1） 基幹職（3） パートナーズ（10） 高度専門職（1） 総合職（1） その他社員（2） パートナーズ（10）

GP社員 G社員 J社員 事務嘱託 GP社員 G社員 首都圏エルダー社員 事務嘱託

首都圏エルダー社員 嘱託 中国四国マスター社員 嘱託

中国四国マスター社員 Aスタッフ Aスタッフ

Bスタッフ Bスタッフ

エキスパートフレンズ エキスパートフレンズ

シニア社員 シニア社員

臨時傭員 臨時傭員

専任コンダクター 専任コンダクター

新JOB/JOB
エキスパートスタッフ

新JOB/JOB
エキスパートスタッフ

西日本
エルダースタッフ

西日本
エルダースタッフ

社員体制（全14区分）社員体制（全15区分）
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◆ 2020年度～ ◆ 2023年度～

✓ これまでの総合職（G社員）と基幹職（Ｊ社員）を「総合職（社員）」に統合し、「高度専門職」との２つのコース区分
を基本とする。

✓ 「総合職（社員）」の枠組みの中で、「従事する業務の範囲」や「勤務する地理的範囲」に応じた活躍のフィールド
を踏まえ、就業タイプを設計する。



総合職（業務タイプ）

業務タイプ 業務例

A 制限なし 全ての業務

D1 ◼ 法人顧客への営業・販売業務
◼ 営業連携・仕入造成業務

• 法人顧客（一般法人、学校法人、官公庁や自治体、DMO等）への旅行、ソリュー
ション、地域交流関連の折衝や契約締結行為を伴う営業や販売全般

• 法人及び個人グループ顧客への営業や販売と連携する、営業推進、販売促進、
提携販売、企画開発、仕入手配等の業務全般

• 法人及び個人グループ顧客への営業や販売に資する商品企画、仕入、施設営業
等の仕入造成業務全般

D2 ◼ 個人グループ顧客への営業・販売業務
◼ 営業連携・仕入造成業務

• 個人グループ顧客への旅行関連営業や販売全般 （リテール・電話販売・WEB
販売）

• 法人及び個人グループ顧客への営業や販売と連携する、営業推進、販売促進、
提携販売、企画開発、仕入手配等の業務全般

• 法人及び個人グループ顧客への営業や販売に資する商品企画、仕入、施設営業
等の仕入造成業務全般
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✓ 「あらゆる業務に従事できる状態」を基本とし、人財の最適配置とマルチタスク化による生産性向上
を実現可能とする。

✓ しかしながら、これまでの社の統合に至るまでの変遷や、一人ひとりの働き方やキャリア形成等の多
様な価値観に十分に留意した上で、現事業戦略との連関や主体的な成長・挑戦に繋がるという点を重
視し、新たな業務タイプ（D）を設定する。

✓ 業務タイプ（D）においては、対象顧客の違い（法人顧客と個人グループ顧客）によりD１・D２タイプに
区分し、営業連携や仕入造成業務は引き続き共通業務として設定する。



✓ 「勤務する地理的範囲」に応じて、以下の3タイプに分類する。
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総合職（勤務タイプ）

A 基本となる勤務範囲を設定しないタイプ

B 居住登録地を起点に基本となる勤務範囲を設定するタイプ

C 居住登録地を起点に通勤可能な範囲で勤務するタイプ



３．多様な働き方を実現する諸制度
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新たなワークスタイルの推進
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多様な人財と共に新たな価値創造へ

いつでも・どこでも働ける、柔軟で自律的な働き方の実現

JTB Group WORK Style
一人ひとりも会社も。ONE JTBで実現するワークスタイル。

ボーダレスな交流を促進し、
“つなぐ・つながる”ことで価値
観やナレッジが共有されている

DEIBが推進された
自由闊達な風土において、
一人ひとりがチカラを発揮し活
躍している
（DEIB：Diversity, Equity, Inclusion, Belonging）

業務の工夫や
デジタルの活用により
生産性が向上し、新しいことを
生み出す時間が創出されている

働きがいと働きやすさの実感と
エンゲージメントが向上し、
ウェルビーイングが高まっている



多様な働き方を実現する諸制度

26

◆ふるさとワーク

➢ デジタルツールの活用による場所にとらわれないワークス
タイルを確立することにより、新たなイノベーション創出と
生産性向上を目指し、働きがい、働きやすさの追求による
社員のエンゲージメント向上への寄与を目的に、居住登録
地より通勤出来ない事業所への異動を命じられた社員が、
転居転勤や社宅設定を行わず、居住登録地でのリモート
ワークをベースに業務に従事する制度。

◆勤務日数短縮制度

➢ 「年間所定労働時間＝年間1,800時間」という一律的な
働き方だけでなく、それ未満となる労働時間も認めること
により、ワークライフバランスを重視する社員への支援強
化を図り、限られた時間の中で効率よく成果を挙げること
により、業務効率化とBPRが進むことを目的に、希望する
社員は、社の承認のもと年間の勤務日数（所定労働時間）
を短縮することが出来る制度。

◆副業ガイドライン

➢ 社内に留まらず活躍できる場を広げたい、様々な分野の
人とつながりたい、仕事で培った能力を社外で活用したい
といった様々な理由により、社員が副業を行う場合がある
という前提に立ち、その副業を実施する際におけるルール
や禁止事項等について広く周知することを目的に策定。２
０２０年１０月に制定。

◆自己成長支援休職制度

➢ 社員が自らの成長に向け、主体的に新たな経験を積むこ
とを支援し、外部経験を集中的に体感することで、自律創
造型社員としての成長を加速させるとともに、多様な働き
方の実現を目指し、外部の知見を獲得後、継続して活躍す
ることによりJTBの成長に貢献することを目的に、スキル
アップのために３ヶ月以上１ヶ月単位で最大で２年間休職
することが出来る制度。２０２１年４月に制定。

◆兼務型勤務

個所に所属し主担務（本務）に従事しながら、一定以上の期間および業務量で所属個所以外の担務に従事する就業形態。
概ね半年以上の期間で、年間所定労働時間の２０％以上４０％以下程度の時間で、所属個所以外の担務に従事する。



勤務日数短縮制度
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➢ 制度概要

✓ 多様な働き方の実現を目的として、希望する社員の年間の勤務日数を短縮する制度。

➢ 適用期間・内容

✓ 勤務日数短縮制度規定を策定し労使間合意のもと社員へ開示。
✓ 原則1年単位（当年4月～翌年3月）にて取得が可能。（更新可能）
✓ 下記の通りA～Eパターンを取得パターンとして設計。（Cは週休3日に該当）
✓ 賃金は取得パターン別に短縮日数相当額を月ごとに控除する。
✓ 自己啓発、留学など取得理由は問わない。副業ガイドラインと併用し副業も可。 （主たる業務は当社業務とする）

      勤務短縮時間/
日数（年）

所定労働時間（年） 勤務日数（年） 休日数（年） 全休の増加数（年）

参考 短縮無し 1,800時間 最大249日 116日以上 －

A 180時間/24日 1,620時間 最大225日 140日以上 24日

B 270時間/36日 1,530時間 最大213日 152日以上 36日

C 360時間/48日 1,440時間 最大201日 164日以上 48日

D 450時間/60日 1,350時間 最大189日 176日以上 60日

E 540時間/72日 1,260時間 最大177日 188日以上 72日



４．今後に向けて
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今後に向けて
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✓ 「会社主導」の人事異動から、「社員主導（キャリアマーケットプレイス型）」の人事異
動へのシフト

✓ 「メンバーシップ型雇用」から、「ジョブ型雇用」の拡大

✓ ジェンダー平等推進に向けた取り組みの強化

✓ アルムナイ・ネットワークの構築



自律的なキャリアを促すためのキャリアマーケットプレイスでの自由な異動を拡充

キャリアマーケットプレイス型異動の拡充

現状の異動 POST2030の異動

人事

市場原理に基づいた事業・基盤と個人の直接マッチング

事業・基盤

BS GBASTR 基盤

人事が介在し、事業・基盤側のニーズと個人をマッチング

事業・基盤

BS GBASTR 基盤

個人

全社成長戦略・事業ニーズに基づく人財需要の把握

スキル・Will・ローテーション状況の把握

個人

ポスト ポスト ポスト ポスト ポスト

キャリアマーケットプレイスでの自由な異動機会ポスト ポスト ポスト ポスト ポスト



➢ ジェンダー平等推進に向けた施策一覧（赤字：２０２４年より導入）

ジェンダー平等推進

全般 結婚～妊娠・産休・育休 復職～短時間勤務 介護

制度関連 ・就業タイプ選択
・勤務日数短縮制度
・ウェルネス休暇
・FemTechサービス
「ルナルナ オフィス」の導入

・キャリアサポート制度
・キャリアライセンス制度
・結婚式休暇
・妊娠休暇
・育児休職制度
・産後パパ育休
・休職中のJ-WEBアクセス
・企業主導型保育園の契約

・慣らし保育休暇
・子の看護休暇
・短時間勤務制度
・短時間勤務者へのフレックスタイ
 ム制適用
・企業主導型ベビーシッター利用者
 支援事業

・介護休職制度
・介護休暇
・介護支援手当

共済組合
(各種給付)

・結婚祝金
・不妊治療費補助給付金

・育児サービス補助給付金
・入学祝金

・介護サービス補助
給付金

研修等
（マインド面
での支援）

・29歳面談
・20-50歳代キャリアデザイ
ン面談

・マネジメント向けDEIB研修
・女性GLへのメンターシップ
 プログラム

・育児休職復職者セミナー
・復職前人事コミュニケーション
・プラスフォーラム



ジェンダー平等推進

➢ 2024年導入の施策

目的 実施事項 実施時期

１． 育児支援の強化
企業主導型保育園利用のための新サービス「子育て
みらいコンシェルジュ」提供

2024年1月

２．
育児と仕事の両立支援

企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の活用 2024年１月

３．
ウェルネス増進と仕事の
両立支援

不妊治療や更年期症状、健康診断再検査時に利用
可能な「ウェルネス休暇」の新設

2024年4月

４． 女性特有の健康課題の解決 Femtechサービス「ルナルナ オフィス」の導入 2024年4月

５． 自己成長のための支援強化 女性GLへのメンターシッププログラムの導入 2024年4月

６． 柔軟で自律的な働き方の実現 短時間勤務者へのフレックスタイム制適用 2024年4月
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業務委託

アンバサ
ダー

再雇用

転職先
企業との
協業

新規事業
パートナー

アルムナイ・ネットワーク

JTBグループ各社と退職者同士が
様々な形でコラボレーションを継続

JTBグループ 退職者
知見やノウハウの提供

エンゲージメントの継続
グループ内情報の提供

外部労働市場
優秀な退職者がJTBグループの経歴をもって活躍することで、

求人ブランド力が向上

■ イメージ図
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